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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　パルプ、填料、歩留剤としての重量平均分子量１５００万～３０００万のカチオン性ポ
リマー、および水を含む紙料であって、前記紙料中の固形分濃度が１．３～２．５質量％
であり、かつ前記固形分中の灰分濃度が２５～６０質量％である紙料を準備する工程、な
らびに
　前記紙料を抄紙する工程を含み、
　紙の坪量が３０～６０ｇ／ｍ２である、紙の製造方法。
【請求項２】
　前記紙料の、Ｂ型粘度計による２５℃における粘度が３０～３００ｍＰａ・ｓである、
請求項１記載の製造方法。
【請求項３】
　前記紙が新聞用紙である、請求項１または２に記載の製造方法。
【請求項４】
　前記抄紙工程における抄紙速度が１０００ｍ／ｓ以上である、請求項１～３のいずれか
１項に記載の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は紙の製造方法に関する。中でも印刷用紙、特にオフセット印刷用の新聞用紙に
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好適な紙の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　通常、紙は１質量％程度の固形分濃度の紙料を抄紙して得られる（非特許文献１）。紙
の製造においては、大量の水や、抄紙された紙を脱水、乾燥するために多くのエネルギー
が必要とされる。そのため、近年の環境負荷軽減の観点から、紙、特に大量に生産される
印刷用紙について環境負荷を低減させた製造方法が望まれている。例えば、高濃度抄紙に
より省エネルギー、省資源が達成できるため、高濃度抄紙に適した抄紙機のヘッドボック
スやドライヤが開発されている（特許文献１～４）。
【０００３】
　近年、特に、環境に配慮した紙の提供や、軽量で優れたカラー印刷品質を有する印刷用
紙への要望が高まっている。環境への配慮の面では、新聞用紙に代表されるオフセット印
刷用紙等の分野において、省資源化および古紙利用の観点から脱墨パルプ（ＤＩＰ）の高
配合化が進むとともに、従来の酸性抄紙に代わり中性抄紙への移行が進んでいる。
【０００４】
　一方、生産効率の向上等の面から、紙の製造における抄紙機は大型、高速化する傾向に
あり、抄紙機の形式も従来の長網抄紙機からツインワイヤー方式への転換が行われている
。特に新聞用紙の製造においては、ツインワイヤー方式の中でもギャップフォーマーと呼
ばれる、紙料懸濁液をヘッドボックスからループ状に形成された２枚のワイヤー間に生じ
るギャップ（ワイヤー間の隙間）に噴出し、直後に両側から一気に脱水する方式の採用が
増加している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特公昭６１－３９１７号公報
【特許文献２】特公昭６１－３７３９８号公報
【特許文献３】特開２００２－５３４６１７号公報
【特許文献４】特開平２－４１４８８号公報
【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】山内龍男著、「紙とパルプの科学」、８７頁、京都大学学術出版会、２
００６年
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　紙料中の固形分濃度をより向上させれば、使用する水の量を低減でき、また抄紙された
紙を脱水、乾燥するためのエネルギーを低減できると考えられる。しかしながら、紙料中
の固形分濃度を向上させると繊維同士の絡み合いが生じて繊維のフロックが発生し、得ら
れる紙の地合が低下したり、操業性が低下したりする。紙の地合は、印刷用紙において重
要な品質である。地合の悪化は、不透明度の低下、強度や剛度の低下、また坪量むらや紙
厚むらを引起こし、得られる紙に皺が発生する、または大きな変動が生じてしまう等の問
題を生じさせる。また、地合の悪化は、印刷した際のインキの染み出しを大きくして裏抜
けを増大させ、さらにはインキ着肉性が均一とならず印面むらによる着肉不良等の問題に
もつながる。したがって、地合を低下させることなく環境負荷を軽減した印刷用紙の製造
方法が望まれていたが、未だ満足の行く製造方法はなかった。
【０００８】
　さらに前述のとおり、紙の製造においては、脱墨パルプの高配合化、中性抄紙化、およ
び抄紙機の高速化が進んでいるが、脱墨パルプの高配合化、中性抄紙化は、抄造時やオフ
セット印刷時に重要な歩留りの低下や紙の強度の低下につながる問題がある。また、抄紙
機の高速化は、紙料中の繊維等にかかる剪断力を非常に強めるので、紙料歩留りや紙の強
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度を低下させやすい。特にギャップフォーマーを用いる場合は、紙層構造形成と同時に脱
水が行われるため、歩留り低下は著しくなる。歩留りの向上や紙に十分な強度を付与する
方法として、歩留剤や紙力増強剤等の内添薬品を高濃度で紙料に添加する方法が知られて
いるが、単に、内添薬品を高濃度で紙料に添加すると、繊維のフロックを局所的に過剰に
生成するため、良好な地合の紙を得ることは困難であった。
【０００９】
　上記事情に鑑み、本発明は、地合を低下させることなくかつ環境に適合した紙の製造方
法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　発明者らは、鋭意検討した結果、固形分濃度が特定の範囲にあり、かつ前記固形分中の
灰分濃度が特定の範囲にある紙料を抄紙することで前記課題が解決できることを見出した
。
【００１１】
　すなわち、本発明は、パルプ、填料および水を含む紙料であって、紙料中の固形分濃度
が、１．３～２．５質量％であって前記固形分中の灰分濃度が２５～６０質量％である紙
料を抄紙する紙の製造方法を提供する。当該製造方法は、次の特徴を有していてもよい。
【００１２】
　［１］前記紙料の、Ｂ型粘度計による２５℃における粘度が３０～３００ｍＰａ・ｓで
ある。
　［２］前記填料が炭酸カルシウムを含む。
　［３］前記紙料が歩留剤として重量平均分子量が１０００万～３０００万のカチオン性
ポリマーを含む。
　［４］前記填料のレーザー回折散乱法による平均粒径が０．８～１０μｍである。
　［５］前記紙料のｐＨが６．０～９．０である。
　［６］前記紙料が脱墨パルプを含み、その含有量が全パルプの５０質量％以上である。
【００１３】
　［７］前記紙の紙中灰分が５～４０質量％である。
　［８］前記紙が新聞用紙である。
　［９］前記紙の紙中灰分は、５～４０質量％である。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明により、地合を低下させることなくかつ環境に適合した紙の製造方法が提供でき
る。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　本発明の紙の製造方法は、（Ａ）パルプ、填料および水を含む紙料であって、固形分濃
度が１．３～２．５質量％であり、前記固形分中の灰分濃度が２５～６０質量％である紙
料を準備する工程と（Ｂ）前記紙料を抄紙する工程を含む。なお、本発明において「～」
はその両端の値を含む。
【００１６】
　本発明により、各種用途の紙を製造できる。製造される紙の用途は特に限定されないが
、本発明は、地合が重視される印刷用紙の製造に好適である。印刷用紙とは、書籍等の出
版用途または商業印刷用途に使用される紙をいう。印刷用に施される印刷方式は特に制限
されず、その例には、コールドオフセット印刷やヒートオフセット印刷等の平版印刷、グ
ラビア印刷等の凹版印刷、凸版印刷等の印刷方式が含まれる。本発明で製造される紙は塗
工紙および非塗工紙を含み、これらの具体例としては、上質印刷用紙、中質印刷用紙、新
聞用紙、書籍用紙、各種コート紙用の原紙、情報記録用紙等が挙げられる。本発明によれ
ば歩留りを低下させることなく、地合および強度に優れた紙を製造できるので、本発明は
、オフセット印刷用紙、特に新聞用紙の製造に好適である。以下、各工程について説明す
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る。
【００１７】
　１．Ａ工程
（１）紙料
　１）固形分濃度
　固形分濃度とは紙料中に存在する固形分の濃度であり、本発明においてはＪＩＳ　Ｐ８
２２５：２００９により求めた乾燥固形分の質量を測定に用いた紙料の質量で除した値で
ある。本発明で用いる紙料の固形分濃度は１．３～２．５質量％であり、一般に紙料の固
形分濃度とされる１質量％よりも高い。よって、本発明は水の使用量を低減でき、かつ抄
紙された紙の脱水・乾燥に使用するエネルギーを低減できる。さらに紙料の固形分濃度が
高いと抄紙工程に紙料を供給する際の流量を低減できるので、ポンプ等の供給手段の電力
等を削減できる。この点、紙料の固形分濃度が１．３質量％未満であると抄紙に要するエ
ネルギーや資源を十分に低減することができない。以上から、本発明で用いる紙料の固形
分濃度は１．３質量％以上であることを必須とする。固形分濃度の下限は、抄紙作業性と
地合のバランスの観点から、１．５質量％以上が好ましい。
　固形分濃度の上限は制限されないが、固形分濃度が高くなりすぎると繊維のフロックが
生じて得られる紙の地合が低下する。特に高濃度の領域においては、０．１％ほどの僅か
な濃度の差がフロックの発生に顕著に影響する。よって、本発明で用いる紙料の固形分濃
度の上限は２．５質量％以下であることが好適であり、２．３質量％以下がより好ましく
、２．０質量％以下がよりさらに好ましい。
【００１８】
　２）灰分濃度
　本発明で用いる紙料は、固形分中の灰分濃度が２５～６０質量％である。この灰分濃度
は、紙料中の乾燥固形分をＪＩＳ　Ｐ８２２５：２００９により求め、続いてその固形分
をＪＩＳ　Ｐ　８２５１：２００３に従って５２５℃で灰化し質量を測定して求められる
。紙料の固形分中の灰分濃度が２５質量％未満であると、大部分を紙中に留めなければ目
標とする紙中灰分にすることができないため、製造が困難となる。よって、本発明で用い
る紙料の固形分中の灰分濃度の下限は２５質量％以上であり、２８質量％以上が好ましく
、３０質量％以上がより好ましい。また、本発明で用いる紙料の固形分中の灰分濃度の上
限は制限されないが、灰分濃度が高すぎると歩留りが低下するため、系内が汚れて操業が
不安定になる。よって、本発明で用いる紙料の固形分中の灰分濃度の上限は、６０質量％
以下であることが好適であり、５５質量％以下が好ましく、５０質量％以下がより好まし
い。
【００１９】
　紙料の固形分中の灰分の主成分は填料であるため、紙料の固形分中の灰分濃度は、主と
して填料の量により調整できる。填料については後で詳しく説明する。後述するとおり、
本発明で用いる紙料は、パルプスラリーへ填料を添加して比較的固形分濃度が高い紙料を
調製し、次いでこれを白水等で希釈して調製できる。また、パルプスラリーを希釈した後
に填料を添加して調製することもできる。さらに、パルプスラリーを一旦希釈した後に填
料を添加し、再び希釈して調製することもできる。本発明で用いる紙料を調製する際のパ
ルプスラリーへの填料の添加量（仕込み量）は、希釈後の紙料の固形分中の灰分濃度が２
５～６０質量％となる量であれば限定されないが、パルプに対して２５～１５０質量％が
好ましい。さらに、填料の添加量は、希釈に用いる白水、後述する脱墨パルプまたは添加
剤からの持ち込み灰分を考慮して調整してよい。
【００２０】
　３）紙料の調製方法
　本発明で用いる紙料は任意の方法で準備してよいが、パルプを水に分散させたパルプス
ラリーを調製して、このパルプスラリーに填料およびその他の添加剤（以下「填料等」と
もいう）を分散させて得ることが好ましい。特に、パルプの濃度が３．０～４．５質量％
程度のパルプスラリーを調製し、これに填料等を添加して高濃度の紙料を得てから、固形
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分濃度が、１．３～２．５質量％の範囲であって、固形分中の灰分濃度が２５～６０質量
％となるように白水等で希釈して紙料を得ることが好ましい。このようにして得た紙料の
パルプの濃度は１．３～２．５％と高いが、灰分濃度も２５～６０％と高い。そのため、
相対的にパルプの割合は低くなり、パルプの絡み合いが抑制される。よって、このように
調製された希釈前紙料を希釈して得られる紙料は、フロックが低減された紙料となる。
　本発明においては、固形分濃度が１．３～２．５質量％であって固形分中の灰分濃度が
２５～６０質量％である抄紙に供される紙料を「本発明で用いる紙料」といい、希釈する
ことにより本発明で用いる紙料とできる比較的固形分濃度が高い紙料を特に「希釈前紙料
」という。
【００２１】
　４）特性等
　通常、紙料におけるパルプ濃度が高いと、繊維同士の絡み合いが生じて繊維や填料等が
均一に分散しにくく、また繊維のフロックが発生し、得られる紙の地合が低下したり、操
業性が低下したりする。しかし、前述のとおり、填料を高い割合で含む本発明で用いる紙
料は、繊維同士の絡み合いが少なく、繊維を均一に分散できる。その結果、得られる紙の
地合は良好となる。
【００２２】
　また、本発明で用いる紙料は、Ｂ型粘度計（Ｎｏ．１またはＮｏ．２ローター、６０ｒ
ｐｍ）による２５℃での粘度が３０～３００ｍＰａ・ｓであることが好ましく、３０～２
００ｍＰａ・ｓであることがより好ましい。紙料の粘度がこの範囲であると抄紙作業性が
良好となる。一般に紙料の固形分濃度が高くなると粘度も上昇するが、本発明で用いる紙
料は多量の填料を用いるので、前述のとおり繊維同士の絡み合いが低減され、粘度があま
り高くならない。
【００２３】
　本発明で用いる紙料は、古紙を利用した脱墨パルプを多量に使用することができる。さ
らに、環境適合性に優れるため、本発明で用いる紙料は中性であることが好ましい。紙料
が中性であると、後述するように本発明において好ましい填料である炭酸カルシウムを用
いることができる。
【００２４】
　（２）各成分
　１）パルプ
　パルプとは木材または植物由来のセルロース繊維の集合体である。本発明では公知のパ
ルプを用いてよく、その例には、ケミカルパルプ（ＣＰ）、砕木パルプ（ＧＰ）、ケミグ
ラウンドパルプ（ＣＧＰ）、リファイナーグラウンドパルプ（ＲＧＰ）、サーモメカニカ
ルパルプ（ＴＭＰ）、ケミサーモメカニカルパルプ（ＣＴＭＰ）、セミケミカルパルプ（
ＳＣＰ）、およびこれらの晒または未晒パルプ、さらには脱墨パルプ（ＤＩＰ）が含まれ
る。
【００２５】
　本発明で用いるパルプは脱墨パルプを含んでいることが好ましい。古紙を使用した脱墨
パルプを用いると環境に適合した紙が得られる。さらに脱墨パルプには既に填料が含まれ
ているので脱墨パルプ由来の填料を利用できる。よって、脱墨パルプを用いるとコスト的
にも有利となる。一般に、脱墨パルプを使用すると歩留りが低下する傾向があるが、本発
明によれば脱墨パルプを高配合しても良好な歩留り得ることができる。脱墨パルプの含有
量は、多いほど好ましく、全パルプ量の５０～１００質量％がより好ましい。
【００２６】
　２）填料
　填料とは紙に配合される粉末状の添加剤である。本発明では公知の填料を用いてよいが
、その好ましい例には、炭酸カルシウム、ホワイトカーボン、カオリン、クレー、および
シリカ－炭酸カルシウム複合体、再生填料が含まれる。中でも白色度に優れ、入手の容易
性や以下に述べるような地合の向上効果が高いこと、さらには中性抄紙に適していること
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から、炭酸カルシウムが好ましい。
【００２７】
　本発明で用いる紙料は多量の填料を含むため、填料がパルプの繊維の間にとどまりやす
くなり、紙料における繊維同士の絡み合いを防ぎフロックの生成を低下させる。また、パ
ルプの繊維の間にとどまった填料は、最終製品である紙にもとどまりやすいため、紙の不
透明性を高める。このような作用により、地合に優れた印刷用紙が得られると考えられる
。この作用は填料の粒径や形状に影響を受けるので、本発明で用いる填料は、レーザー回
折散乱法で測定された平均粒径が０．８～１０μｍであることが好ましい。また、填料の
形状としては、いがぐり状のような大きな表面積を有するような形状が好ましく、ＢＥＴ
比表面積としては１～１５０ｍ２／ｇが好ましい。このような填料の例には、ロゼッタ結
晶型の炭酸カルシウムが含まれる。ロゼッタ結晶型の炭酸カルシウムは、パルプの繊維の
間に非常にとどまり易く、さらには光散乱効果が高くなるので、得られる紙の地合を一層
向上させる。
【００２８】
　また、填料として脱墨パルプに由来する填料を用いてもよい。この場合、脱墨パルプ由
来の填料は、填料の全量に対して５質量％以上であることが好ましい。
【００２９】
　３）歩留剤
　本発明で用いる紙料は、抄紙工程におけるパルプや填料の歩留りを向上させるための歩
留剤を含むことが好ましい。歩留剤は公知のものであれば限定されないが、その例として
は、カチオン性ポリマー、アニオン性ポリマー、両性ポリマー、非イオン性ポリマー等が
挙げられる。本発明においてはカチオン性ポリマーを用いることが好ましい。カチオン性
ポリマーとは分子内に陽イオン化された部位を有するポリマーである。カチオン性ポリマ
ーの分子量は、極限粘度法による重量平均分子量にして１０００万～３０００万、より好
ましくは１０００万～２５００万程度であることが好ましい。ポリマー構造は直鎖状また
は分枝状が好ましく、製品の形態としてはエマルション型もしくはディスパージョン型が
好ましい。
　エマルション型歩留剤とは、油性媒体中、乳化剤の存在下で重合して得たカチオン性ポ
リマーの油系分散液を水で希釈して得られる歩留剤である。当該歩留剤においては、この
ようにして得たカチオン性ポリマーと油性媒体との混合物、またはカチオン性ポリマーが
油性媒体に溶解した溶液が、分散質として水系の分散媒に微分散して乳化している。一方
、ディスパージョン型歩留剤とは、水性媒体中で重合して得たカチオン性ポリマーの水分
散液を、さらに水で希釈して得られる歩留剤である。当該歩留剤においては、このように
して得たカチオン性ポリマーが水性媒体に微分散している。
【００３０】
　カチオン性ポリマーの好ましい例にはカチオン性ポリアクリルアミドが含まれる。この
ポリマーはポリアクリルアミドのアミド基が陽イオン化されたポリマーである。カチオン
性ポリアクリルアミドは、特に填料を捕捉する効果が高いため歩留りを向上させ、ひいて
は紙中に含まれる填料の量も増大させる。したがって本発明の歩留剤としては、超高分子
量のカチオン性ポリアクリルアミドが特に好ましい。特に、エマルション型で直鎖状のカ
チオン性ポリアクリルアミド、ディスパージョン型で直鎖状のカチオン性ポリアクリルア
ミドがより好ましい。これらのカチオン性ポリアクリルアミドの例には、極限粘度法によ
る重量平均分子量が２０００万で、直鎖状エマルション型である商品名リアライザーＲ３
００（ソマール株式会社製）、および極限粘度法による重量平均分子量が１５００万で、
直鎖状ディスパーション型である商品名ＮＤ３００（ハイモ株式会社製）等が含まれる。
【００３１】
　歩留剤の添加量は、紙料中の固形分に対して５０～５００ｐｐｍが好ましく、１００～
３５０ｐｐｍがより好ましく、１５０～３００ｐｐｍがさらに好ましい。分散性を高める
ために歩留剤は前述の希釈前紙料に添加されることが好ましい。
【００３２】
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　４）その他の添加剤
　本発明の紙料は、上記の他に公知の添加剤を含んでいてもよい。添加剤の例には、ロジ
ン、ＡＫＤ、ＡＳＡ等の合成サイズ剤、硫酸バンド、各種澱粉類、乾燥紙力剤、湿潤紙力
剤、凝結剤、およびｐＨ調整剤等が含まれる。
【００３３】
　２．Ｂ工程
　（１）抄紙機
　本工程では、前記工程で準備された紙料を抄紙する。抄紙は公知の方法によって行えば
よい。例えば、ツインワイヤー抄紙機、長網抄紙機、ヤンキー抄紙機、円網抄紙機等を用
いて行うことができる。中でも、生産効率に優れるためツインワイヤー抄紙機が好ましい
。紙料はヘッドボックス等の噴射装置からワイヤー上に噴射される。抄紙速度は限定され
ないが、１００～２０００ｍ／分が好ましい。特に本発明は操業性に優れるため、本発明
には１０００ｍ／分以上さらには１５００ｍ／分以上の高速抄紙を使用できる。また、各
種用途に求められるような坪量を達成できるように抄紙されればよく、新聞用紙の場合は
３０～６０ｇ／ｍ２となるように抄紙されることが好ましい。ワイヤー上に噴射された紙
料は、定法に従って、脱水・乾燥されて紙が製造される。また、本発明では、顔料を含有
する塗工層を設ける工程をさらに含んでもよい。
【００３４】
　（２）抄紙ｐＨ
　本発明は中性抄紙に特に適している。中性抄紙における紙料のｐＨは６．０～９．０が
好ましく、６．５～８．５がより好ましい。一般に、酸性抄紙においては、紙料中の微細
パルプ繊維や填料等の微細粒子の歩留りを向上するために、酸性の無機凝結剤である硫酸
バンド（硫酸アルミニウム）が多用されている。しかし、ここに填料として炭酸カルシウ
ムを使用すると、硫酸バンドと炭酸カルシウムが反応して硫酸カルシウムが生成し、抄紙
系内で析出して系内の汚れや、穴等の紙面欠陥を生じ、断紙の原因となる。また、酸性抄
紙の場合、脱墨パルプに含まれる灰分のうち炭酸カルシウムが溶解してしまい、灰分の低
下を招く。これに対し、中性抄紙では、脱墨パルプおよび炭酸カルシウムを高配合するこ
とが可能である。特に近年、紙の低坪量化や光白色度化、中性抄紙化が進んでいるが、本
発明によれは填料高配合の紙を効率よく製造できる。
【００３５】
　（３）紙料歩留り
　本工程における紙料歩留りは、３０～８０％が好ましく４０～６０％がより好ましい。
また、灰分歩留りは、１０～５０％が好ましく１５～４０％がより好ましい。歩留りは、
抄紙に供した紙料とワイヤー下に抜け落ちた白水（以下「ワイヤー下白水」ともいう）に
ついて、それぞれ固形分濃度と固形分中の灰分濃度を測定し、次式（ｉ）、（ｉｉ）を用
いて計算される。具体的にこの灰分濃度は、紙料とワイヤー下白水について、その固形分
をＪＩＳ　Ｐ　８２５１：２００３に従って５２５℃で灰化し質量を測定して求められる
。
【００３６】
　紙料歩留り＝１００×（Ａ－Ｂ）／Ａ　　・・・式（ｉ）
　　Ａ：紙料の固形分濃度（質量％）
　　Ｂ：ワイヤー下白水の固形分濃度（質量％）
　灰分歩留り＝１００×［（Ｃ×Ａ）－（Ｄ×Ｂ）］／（Ｃ×Ａ）・・・式（ｉｉ）
　　Ｃ：紙料の固形分中の灰分濃度（質量％）
　　Ｄ：ワイヤー下白水の固形分中の灰分濃度（質量％）
【００３７】
　３．紙
　（１）地合
　本発明で得られる紙は地合に優れる。地合とは、紙の中における繊維の分布の均一性で
ある。地合は光透過光変動法により測定できる。光透過光変動法は、サンプルの透過光量
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の面内分布を測定する方法である。具体的に地合は、１）サンプルに光を照射し、その透
過光により得られた像を得て、２）その画像をいくつかのセルに分割して各セルのグレー
レベルを測定し、４）グレーレベルの標準偏差を算出し、５）標準偏差から求めた地合指
数により評価されることが好ましい。地合指数とは、地合の良さを表すパラメータであり
、その値が低いほど地合が良好であることを示す。本発明で得られる紙は、この方法で求
めた地合指数が５．６～６．０であることが好ましく、５．５以下であることがより好ま
しい。
【００３８】
　（２）紙中灰分
　本発明で得られる紙の紙中灰分は、５～４０質量％であることが好ましい。紙中灰分と
は、紙を焼いて残った灰の重さを、元の紙の重さで除して得られる値であり、ＪＩＳ　Ｐ
　８２５１：２００３により測定される。中でも新聞用紙の場合の紙中灰分は、５質量％
以上が好ましく、７質量％以上がより好ましく、１０質量％以上がさらに好ましい。また
、新聞用紙の場合の紙中灰分は、２５質量％以下が好ましく、２０質量％以下がより好ま
しく、１８質量％以下がさらに好ましい。灰分が前記範囲にある紙は優れた地合を有する
。一般に、紙の高灰分化は歩留りの低下を招き、これに伴って操業性が悪化することがあ
る。しかし、本発明によれば紙料の固形分濃度を高くするので歩留りが向上し、高灰分化
による前記問題を解消できる。
【実施例】
【００３９】
　［参考例］
　パルプ、填料および水を含み、紙料中の固形分濃度および当該固形分中の灰分濃度が表
１の値となるような紙料を調製した。Ｂ型粘度計を用いて２５℃におけるこの紙料の粘度
を測定した。結果を表１に示す。
【００４０】
　サンプル１と２の比較より、紙料の固形分濃度が同程度であっても灰分濃度が高いと粘
度が低くなることが明らかである。これは、填料により繊維同士の絡み合いが低減された
ためと推察される。
【００４１】
【表１】

【００４２】
　［実施例１］
　脱墨パルプ（ＤＩＰ、濾水度２００ｍｌ）７５質量部、サーモメカニカルパルプ（ＴＭ
Ｐ、濾水度１００ｍｌ）１５質量部、針葉樹晒クラフトパルプ（ＮＢＫＰ、濾水度５００
ｍｌ）１０質量部を混合した。このときのパルプスラリーの濃度は４．０質量％であった
。次に、このパルプスラリーに、填料として軽質炭酸カルシウムをパルプに対して１０質
量％、内添紙力増強剤としてカチオン性ポリアクリルアミドをパルプに対して０．２質量
％、硫酸バンドをパルプに対して２質量％添加して紙料を調製した。濾水度とはカナダ標
準濾水度（ＣＳＦ）を意味する。この紙料に、極限粘度法による重量平均分子量が２００
０万のエマルジョン型カチオン性ポリアクリルアミド系歩留剤（ソマール株式会社製リア
ライザーＲ３００）を紙料中の固形分に対して３００ｐｐｍ添加した。この紙料を濃度希
釈型ヘッドボックスに充填し、ヘッドボックスにおける紙料の固形分濃度が１．３質量％
となるよう希釈白水を添加して希釈した。この希釈後の紙料のｐＨは７．２であった。ま
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た、この希釈後の紙料の粘度を前述した方法により測定した。続いてヘッドボックスから
ツインワイヤー型の抄紙ワイヤー上に紙料を噴射して、抄紙速度１３００ｍ／分で、坪量
４３ｇ／ｍ２となるように中性抄紙を行った。このようにして新聞用紙を製造した。
【００４３】
　紙料中の固形分濃度Ａおよびその固形分中の灰分濃度Ｃと、ワイヤー下白水の固形分濃
度Ｂおよびその固形分中の灰分濃度Ｄを前述のとおり測定した。これらの値から抄紙工程
における紙料歩留り、灰分歩留りを求めた。結果を表２に示す。紙料中の固形分はほとん
どがパルプと填料であるため、紙料の固形分中の灰分濃度は、パルプに対する填料の割合
の目安となる。本例で得た紙料の固形分中の灰分濃度は３５．６質量％であり、この値は
填料の仕込み量（パルプに対して１０質量％添加）よりも高い。この理由は、ＤＩＰ由来
の持ち込み灰分、および白水にて紙料を希釈した際に白水由来の填料が添加されたためで
ある。
【００４４】
　前述した方法により得られた新聞用紙の紙中灰分および地合指数を測定した。地合指数
は、地合計（野村商事株式会社製、ＦＭＴ－ＭＩＩＩ）を用いて測定した。この際のサン
プル形状は１８×２５ｃｍとし、使用したＣＣＤカメラの絞り（感度）は１２とした。地
合の良さは地合指数から以下の基準により判断した。結果を表２に示す。
地合の良さ　　地合指数
　　◎　　　：５．５以下
　　○　　　：５．６～６．０
　　△　　　：６．１～６．４
　　×　　　：６．５以上
【００４５】
　［実施例２～５］
　固形分濃度を表２に示すような値とした以外は、実施例１と同様にして新聞用紙を製造
し、評価した。
【００４６】
　［実施例６］
　重量平均分子量が２０００万のエマルジョン型カチオン性ポリアクリルアミド系歩留剤
（ソマール株式会社製リアライザーＲ３００）に代えて、重量平均分子量が１５００万の
ディスパージョン型カチオン性ポリアクリルアミド系歩留剤（ハイモ株式会社製ＮＤ３０
０）を使用した以外は、実施例１と同様にして新聞用紙を製造し、評価した。
【００４７】
　実施例２～５における清水原単位改善率、蒸気費改善率を表３に示した。清水原単位改
善率、蒸気費改善率とは、実施例１に要した清水原単位と蒸気費を基準として、各実施例
で要した清水原単位と蒸気費がどのくらい改善されたかを表す指標である。例えば、実施
例２では実施例１に比べ、清水の使用量が１７％、乾燥に要した蒸気の費用が５％低減さ
れたことを意味する。
【００４８】
　［比較例］
　固形分濃度を表２に示すような値とした以外は、実施例と同様にして新聞用紙を製造し
、評価した。また、比較例における清水原単位改善率、蒸気費改善率を表３に示した。
【００４９】
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【表２】

【００５０】
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【表３】

【００５１】
　実施例の結果から、紙料の固形分濃度が１．３～２．５質量％、紙中灰分が１０～１３
質量％であると、地合指数が６．０以下となり、良好な地合の新聞用紙が得られることが
明らかである。
【００５２】
　実施例４と比較例２は、固形分濃度の違いが０．１％程度であり一見あまり大きくない
ように見えるが、固形分濃度が２．５質量％を超える比較例２は地合が大幅に低下してい
る。したがって、固形分濃度が高い場合には、僅かな濃度の差が地合に大きな影響を与え
、固形分濃度が２．５質量％以下であると良好な地合の新聞用紙が得られることが明らか
である。
【００５３】
　一方、実施例１と比較例１を比較すると、固形分濃度が低い場合には、濃度の差が地合
に与える影響は大きくないといえる。しかし、固形分濃度が１．３質量％未満の比較例１
では清水原単位改善率、蒸気費改善率がマイナスとなっており、わずかな固形分濃度の違
いが抄紙に要するエネルギーや資源の低減に大きな影響を与え、固形分濃度が１．３質量
％以上であると、良好な結果が得られることが明らかである。
【００５４】
　実施例２と比較例３、４は、固形分濃度はほぼ同じであるものの実施例２の地合は他に
比べて良好である。これは実施例２の紙料固形分中の灰分濃度が２５質量％よりも高いこ
とに起因して紙中灰分が高いためと考えられる。
　以上から、固形分濃度が１．３～２．５質量％、好ましくは１．５～２．３質量％、よ
り好ましくは１．５～２．０質量％であり、かつ固形分中の灰分濃度が２５～６０質量％
である紙料を用いると、製造に要するエネルギーや資源を低減させつつ、地合の良好な印
刷用紙が得られることが明らかである。
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